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　本書は，コンプライアンス・オフィサー認定試験「金融コンプライアン
ス・オフィサー１級」および「同２級」の受験参考書として刊行されたもの
です。
　過去の試験問題については，『金融コンプライアンス・オフィサー１級問
題解説集』（日本コンプライアンス・オフィサー協会編）および『同２級問
題解説集』（同協会編）に収録されていますが，本書は，試験問題を解くた
めの必要知識についての要点を解説し，試験に向けて活用していただくこと
を第一義に編集しています。
　金融機関の行職員にとって，コンプライアンス（法令等遵守）は金融業務
のバックボーンとなるものです。正確・迅速な処理が求められる日常の事務
処理においても，確実な業務知識の習得とともに法令等を遵守する基本姿勢
は不可欠です。
　コンプライアンス・オフィサー認定試験「金融コンプライアンス・オフィ
サー１級・２級」は，金融機関の行職員のコンプライアンス知識の習得度を
判定しようとするものですが，コンプライアンス知識を日頃より身に付け研
鑚し，本試験にチャレンジすることは有用であり，これを広く推奨する所以
です。
　本書を『金融コンプライアンス・オフィサー１級・２級問題解説集』と併
せて有効に活用し，コンプライアンス・オフィサー認定試験「金融コンプラ
イアンス・オフィサー１級・２級」に認定され，日常業務活動により一層邁
進されることを祈念してやみません。

2020年２月

経済法令研究会
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2 第１章　金融機関とコンプライアンス

１　金融機関の公共性と社会的責任

　金融機関の公共性は高い。このことは金融機関の基本的業

務である預金や融資から考えても明白である。他人の金銭を

預かり，これを融資等によって運用することで信用創造機能

を果たしているからである。

　金融機関の公共性が高いということは，金融機関に課せら

れた社会的責任が重いことを意味する。不祥事件等の原因か

ら金融機関が倒産すれば，個々の顧客の資産形成や事業経営

に悪影響が出ることになるし，ひいてはわが国の経済に大き

な打撃を与える。

　金融機関の公共性と社会的責任に鑑みれば，金融機関にと

って社会的信用こそが経営資源の基本であるといえる。

　しかるに，1990年代から2000年代の金融不祥事やこれを原

因とする金融機関の淘汰は，公共的使命と社会的責任に反し，

1 コンプライアンス態勢の構築
　この章では，金融機関に求められているコンプライアン

スの意義，なぜコンプライアンスが必要なのかという基礎

を説明する。

　この分野は，試験において問われる可能性が高い分野で

あり，毎回，複数の問題が出題されているから，単に暗記

するだけではなく，正しい知識を理解して学習することが

肝要である。

〈
学
習
上
の
ポ
イ
ン
ト
〉

〈２級〉
2019年（10月）問１
2019年（６月）問１
2018年（10月）問１
〈１級〉
2019年（６月）問１
2018年（６月）問１
2016年（６月）問１

関連過去問題



3１　コンプライアンス態勢の構築
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金融機関の社会的信用を著しく傷つけるものである。

　そこで，大蔵省（現財務省）から金融検査部門を受け継

いだ当時の金融監督庁（現金融庁）は，平成11年４月８日に 

「預金等受入金融機関に係る検査マニュアル」（以下「金融検

査マニュアル」という）の最終とりまとめ案を公表し（同年

７月１日発出），法令遵守を金融機関の経営の柱とすること

を求めた。この時点から金融検査に法令等の遵守状況が採用

され，厳格な金融検査が行われてきたが，平成18事務年度か

ら「金融検査評定制度」が導入され，検査を受けた金融機関が

11項目について当局から評価されることとなった。

　なお，平成29年12月15日に金融庁から公表され，パブリッ

クコメントに付された「金融検査・監督の考え方と進め方 

（検査・監督基本方針）」（案）では，現行のチェックリスト方

式の金融検査マニュアルが平成30年度終了後（平成31年４

月１日以降）を目途に廃止するとされ，令和元年12月18日を 

もって廃止された。

　金融庁は，平成30年７月13日に上記コンプライアンス・リ

スク管理基本方針案（以下「本件方針」という）を公表し，

パブリックコメントに付し，同年10月15日に確定した。

　本件方針は，いわゆるディスカッションペーパーであって，

従来の金融検査マニュアルとは異なるものの，金融機関にと

ってはコンプライアンスとリスク管理態勢構築の方向性を示

す重要な方針である。なお，本件方針の「Ⅰはじめに」には，

「本文書は，より良い実務に向けた対話の材料とするための

ものであり，検査や監督において，本文書の個々の論点を形

式的に適用したり，チェックリストとして用いたりすること

はしない」とされている。

　本件方針は，上記「Ⅰはじめに」，「Ⅱコンプライアンス・
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リスク管理の高度化の必要性」，「Ⅲ金融機関における管理態

勢」，「Ⅳ当局による検査・監督」から構成されている。

２　コンプライアンスの意義

　コンプライアンスとは，狭義では各種法令や規則などを遵

守することを意味するが，広くはその他の社会的規範の遵守

を含むものとされる。

　金融機関のコンプライアンスは，順次説明するが，取締役

（理事）および監査役（監事）といった役員が服する会社法

の規定，銀行法（信用金庫法等を含む）などの主に業務を規

制した業法，金融取引の基本法の性格をもつ民法，刑法に代

表される刑事法，独占禁止法，金融商品取引法など，広範囲

にわたり，かつ，各々の法律から下位の政省令，規則に至る

まで深いものといえる。

　金融機関の役職員は，これらの法令等を理解し，法令等を

遵守したうえで業務を遂行しなければならず，誠実かつ公正

な態度で臨む必要がある。
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2 金融機関の企業経営とコンプライアンス
　ここでは，主として金融機関の経営陣に関するコンプラ

イアンスを説明する。一般職員とは縁がないと諦めずに学

習してほしい。毎回必ず複数の出題がなされているからで

ある。特に商法が会社法に変わり，平成18年から施行さ

れており，実質的な改正点もあることから，会社法の条文

を引きながら学ぶとよい。学習においてポイントとなるの

は，取締役の義務と責任であり，会社法423条の規定は理

解すべきである。その他にも取締役と会社の競業および

利益相反取引の制限（会社法356条），取締役会の権限事

項（同法362条），株主に対する利益供与の禁止（同法120

条・970条），違法な剰余金の分配（同法462条・963条５

項２号）などが重要である。これらの規定は，取締役の義

務と責任に直結するから，会社法423条と関連付けて理解

されたい。また，株主代表訴訟も出題頻度が高いテーマで

あるから，制度の概要を理解すべきである。なお，会社法

の改正に伴って，協同組織的金融機関の業法も大幅に改正

され，会社法と同様の規定が設けられたことに注意すべき

であろう（注）。また，平成26年に会社法が改正（以下「平

成26年改正会社法」という）されたことによって，監査

等委員会設置会社の新設など新たな制度が導入されている

ことに注意して学習すべきである。

（注�）協同組織的金融機関については，「（代表）取締役」

とあるのは「（代表）理事」に，「取締役会」とあるの

は「理事会」に，「監査役」または「監査役会」とある

のは「監事」に読み替えるとよい。

〈
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